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【令和元年度一般会計決算状況】 
１ 総 括 

令和元年度予算は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の運営、管理に必要な各経費を主に計上しており、一般会計歳入歳出予算額は最終

的に１４億９，６８０万円となりました。 
また、一般会計歳入歳出決算額は歳入が１４億９，６６０万１千円であったのに対し、歳出は１４億８，１２１万２千円であり、歳入

歳出差引額は１，５３８万９千円となっております。令和元年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額等はあ

りませんので、実質収支額も同額となります。 
 

２ 歳 入 

構成市町村からの共通経費負担金が１４億７，１６２万７千円で、歳入全体の９８．３３％、前年度繰越金が２，２０１万２千円で同 
１．４７％、その他の収入額が２９６万２千円で同０．２０％となっております。 

 
  

単位：千円 

※その他の内訳  特別調整交付金  2,577千円 

預金利子       51千円 

雑入                334千円 
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３ 歳 出 

 目的別では、民生費が１１億４，２４２万５千円で、歳出全体の７７．１３％、総務費が３億３，７８９万円で同２２．８１％、議会費が

８９万７千円で同０．０６％となっております。 
性質別では、繰出金が１１億４，２４２万５千円で、歳出全体の７７．１３％、補助費等が２億７，２４９万５千円で同１８．３９％、物

件費が５，１５１万４千円で同３．４８％、人件費が１，４７７万８千円で同１．００％となっております。 
 

歳出の目的別内容  

議会費 ７月に臨時会、１１月と２月に定例会、計３回の議会 
を開催し、広域連合の条例、予算案等を審議しました。 

総務費  広域連合の運営や事務処理を円滑に執行しました。 
民生費  後期高齢者医療制度事業に係る事務経費を特別会計 

に繰出しました。  
 

                         
 
 
歳出の性質別内容 
人件費  議員報酬、非常勤職員報酬及び各種審議会等の委員 

報酬 
物件費  各種の委託契約に係る経費や物品の購入費用等 
補助費等 職員の派遣元自治体に支出している負担金や各種団 

体への負担金  
繰出金  一般会計から特別会計への繰出金 

 

単位：千円 

単位：千円 
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【一 般 会 計】 
主 要 施 策 の 成 果 
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議会費

細節 金額(千円）

総務課

01 報酬 議員報酬 285

09 旅費 費用弁償 12

消耗品費 3

食糧費 5

13 委託料 会議録作成委託料 451

14
使用料及び
賃借料

議会会場使用料 141

計 897

総務費

細節 金額(千円）

総務課

08 報償費 高齢者医療懇話会報償金 409

11 需用費 食糧費 4

通信運搬費 25

高齢者医療懇話会保険料 4

13 委託料 会議録作成委託料 130

14
使用料及び
賃借料

会議室使用料 8

計 580

総務課

01 報酬 非常勤職員報酬 12,392

04 共済費 社会保険料 2,016

13 委託料 健康診断委託料 50

計 14,458

総務課

13 委託料 財政分析委託料 702

計 702

総務課

情報機器運用委託料 3,506

財務会計システム保守委託料等 2,315

広域連合システムＩＴコンサルタント委託料 6,138

電算機器等賃借料 21,190

財務会計システム機器等賃借料 1,247

事務機器賃借料 207

計 34,603

総務課

19
負担金、補助
及び交付金

事務局職員給与等負担金 271,983
事務局職員35名の給与等相当分に係る負担金を支払った。

計 271,983

事務局職員給与等負担金

予算現額：277,040千円

財政状況分析、財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、
資金収支計算書）の作成を行った。

財政分析事業

予算現額：715千円

非常勤嘱託員雇用事業

予算現額：14,982千円

14
使用料及び
賃借料

13 委託料
電算機器運用・維持管理事業

予算現額：34,728千円

情報系システム及び財務会計システムの機器類（サーバ・端末・プリンタ等）の
調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務やシステムＩＴコンサルタント
からの支援を受ける業務委託を行った。

11 需用費

節

定例会2回及び臨時会1回を開催し、17議案の審議、審査を行った。

執 行 額
事 業 の 概 要

広域連合議会運営事業

予算現額：1,439千円

職員の事務補助のため一般事務補助員5名、保健事業の推進のため保健師1名の嘱
託員を雇用した。

後期高齢者医療懇話会開催事業

予算現額：836千円
12

課名・事業名

【一般会計】主要施策の成果

事 業 の 概 要
執 行 額

節

課名・事業名

役務費

懇話会を4回開催し、保険料率改定や介護予防との一体的実施に伴う広域計画の変
更など、後期高齢者医療制度の円滑かつ適正な運営について、広く関係者の意見
を聴いた。
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令和元年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況 
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【令和元年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況】 
１ 総 括 

 令和元年度予算は、医療給付費等に係る予算を中心に計上しており、特別会計歳入歳出予算額は最終的に７，７８８億４０２万２千円となり

ました。 
また、特別会計歳入歳出決算額は歳入が７，６８５億３，７６４万２千円であったのに対し、歳出は７，５３９億４，０９１万４千円であり、

歳入歳出差引額は１４５億９，６７２万８千円となっております。令和元年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や繰越明許費繰越額

等はありませんので、実質収支額も同額となります。 

２ 歳 入 

 支払基金交付金が３，０５１億９，３１０万５千円で、歳入全体の３９．７１％、国庫支出金が２，３５１億３，０１９万５千円で同３０．

５９％、市町村支出金が１，３９８億５，１９０万７千円で同１８．２０％、県支出金が６０４億２，２０３万５千円で同７．８６％、前年度

繰越金が１８７億１，５１８万６千円で同２．４４％、繰入金が７７億１，４００万７千円で同１．００％、その他が１５億１，１２０万７千

円で同０．２０％となっております。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

※その他の内訳  特別高額医療費共同事業交付金   307,729千円 

諸収入                      1,203,203千円 

財産収入                          275千円 

単位：千円 
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３ 歳 出 

 保険給付費が７，３０６億６，３０１万２千円で歳出全体の９６．９１％を占めており、諸支出金が１４８億６，８０５万２千円で同１．９

７％、基金積立金が３８億８７万１千円で同０．５１％、保健事業費が３０億３，８７８万２千円で同０．４０％、総務費が１３億１１７万３

千円で同０．１７％、その他が２億６，９０２万４千円で同０．０４％となっております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                  
 

  
                                         

単位：千円 

※その他の内訳  特別高額医療費共同事業拠出金 269,024千円 
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【後期高齢者医療事業特別会計】 
主 要 施 策 の 成 果 
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総務費  

細節 金額(千円）

総務課

12 役務費 通信運搬費 164

電算処理システム機器保
守管理等委託料

47,029

システム運用業務委託料 30,578

14
使用料及び
賃借料

広域連合システム機器等
賃借料

184,772

計 262,543

保険料課

11 需用費 印刷製本費 13,523

計 13,523

保険料課

13 委託料
被保険者証作成等業務委
託料

67,716

計 67,716

給付課

13 委託料
電算処理システム運用業
務委託料

196,772

計 196,772

給付課

13 委託料 レセプト点検委託料 91,450

計 91,450

給付課

13 委託料
医療費通知作成業務委託
料

91,364

計 91,364

給付課

13 委託料 損害賠償求償事務委託料 17,583

計 17,583

給付課

13 委託料
ジェネリック医薬品利用
差額通知業務委託料

16,880

計 16,880

レセプト点検事業

予算現額：97,046千円

医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書等（レセプト）の内容点検業務を
委託により実施した。

後期高齢者医療に関する医療費
通知事業

予算現額：106,764千円

電算機器運用・維持管理事業

予算現額：306,364千円

事 業 の 概 要
執 行 額

被保険者証作成等事業

予算現額：70,284千円

年次一斉更新のための被保険者証の作成及び封入・封かんとあわせ、市町村が使用
する年齢到達者用の被保険者証、封筒等を作成した。
一斉更新用被保険者証（93.2万部）、年齢到達者用被保険者証（26.5万部）

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サーバ・端末・プリ
ンタ等）の調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務を行った。

委託料

ジェネリック医薬品利用差額通
知事業

予算現額：17,325千円

医療給付費の適正化を図るため、ジェネリック医薬品利用差額通知の作成及び発送
等の業務を委託により実施した。
（1回送付　計103,684通×　@148円×消費税）

適正受診の促進及び医療機関からの不正請求防止のため、医療費通知の作成等の業
務を委託により実施した。
（3回送付　計2,696,307通×　@31円×消費税）

後期高齢者医療に関する電算処
理システム運用事業

予算現額：200,685千円

広域連合の電算処理システムの円滑な運用を図るため、資格管理業務、賦課業務、
収納業務、給付業務に係る運用業務を委託により実施した。

【後期高齢者医療事業特別会計】主要施策の成果

節

損害賠償求償事業

予算現額：19,124千円

交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償事務を委託に
より実施した。
件数割（608件 × @1,600円）　求償割額（664,394,107円 × 2.5%）

課名・事業名

後期高齢者医療制度の広報・周知用印刷物を作成した。
被保険者証交付時用ミニガイド（113.5万部）、保険料納付通知書送付時用パンフ
レット（119万部）、被保険者証更新広報ポスター（1.1万枚）、保険料軽減特例の
見直しに伴う周知用リーフレット（94.9万部）

13

印刷製本事業

予算現額：15,117千円
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保険給付費 　

細節 金額(千円）

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

療養給付費等 714,953,179

計 714,953,179

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

訪問看護療養費 3,737,216

計 3,737,216

給付課

13 委託料 審査支払委託料 1,613,023

計 1,613,023

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

高額療養費 7,027,015

計 7,027,015

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

高額療養費外来年間合算 220,014

計 220,014

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

高額介護合算療養費 816,980

計 816,980

給付課

19
負担金、補助
及び交付金

葬祭費 2,295,550

計 2,295,550

保健事業費 　

細節 金額(千円）

給付課

13 委託料 健康診査委託料 2,481,400

計 2,481,400

給付課

13 委託料 歯科健康診査委託料 47,306

計 47,306

療養給付等支払事業

予算現額：737,910,333千円

被保険者が安心して医療を受け続けるため、審査を経た保険医療機関等からの診療
報酬明細書等（レセプト）に基づき、診療報酬等を支払った。

課名・事業名
節

課名・事業名
執 行 額

事 業 の 概 要
節

葬祭費支給事業

予算現額：2,373,000千円

葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対し
て葬祭費を支給した。（葬祭費45,911件×@50,000円）

被保険者が安心して訪問看護を受け続けるため、被保険者が居宅において、訪問看
護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた場合の訪問看護療養費を支払っ
た。

高額療養費支給事業

予算現額：7,692,230千円

被保険者の負担軽減のため、１か月間に支払った一部負担金の合計が自己負担限度
額を超えた場合、または、一年間の外来分の自己負担額の合計が自己負担限度額を
超えた場合、申請により自己負担限度額を超えた金額を高額療養費として支給し
た。

診療報酬明細書等審査支払事業

予算現額：1,658,855千円

高額介護合算療養費支給事業

予算現額：876,362千円

適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明細書等
（レセプト）について請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を委託により実
施した。
（審査支払手数料 27,934,824件×@57円、レセプトオンライン請求システム手数料
27,259,118件×@0.76 円・2,131,238件×@0.01 円※過年度不足分）

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った医療
保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申請により限度額を
超えた金額を高額介護合算療養費として支給した。

高額療養費（外来年間合算）支
給事業

予算現額：220,144千円

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払った外来
分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請により限度額を超えた
金額を高額療養費として支給した。

歯科健康診査事業
　
予算現額：81,220千円

埼玉県歯科医師会への業務委託により、前年度75歳年齢到達者を対象に歯科健康診
査を実施した。（受診者数：8,276人　受診率：8.9％）

健康診査事業
　
予算現額：2,959,080千円

被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査を実施し
た。（受診者数：298,521人　受診率：34.8％）

訪問看護療養費支払事業

予算現額：3,737,217千円

執 行 額
事 業 の 概 要
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被保険者の加入状況（令和元年度）

平成３１年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

人　口 (人) 7,326,981 7,333,929 7,335,344 7,336,254 7,337,045 7,336,524 7,337,330 7,339,129 7,339,069 7,338,536 7,337,835 7,337,204

被保険者数 (人) 912,221 914,793 917,417 920,013 923,203 926,603 929,419 931,769 932,918 936,423 939,195 941,729

人口に占める
被保険者の
割合 (％)

12.45 12.47 12.51 12.54 12.58 12.63 12.67 12.70 12.71 12.76 12.80 12.83

注：人口は、埼玉県推計人口（毎月１日現在）による。
　　被保険者数は、広域連合の事業状況報告書Ａ表（毎月月末現在）による。

令和２年令和元年

900

905

910

915

920

925

930

935

940

945

950

7,310

7,315

7,320

7,325

7,330

7,335

7,340

7,345

7,350

7,355

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（
単
位

千
人
）

被保険者数

（
単
位

千
人
）

人口 埼玉県の人口と被保険者数の推移

人 口 (人)

被保険者数 (人)

12.40

12.45

12.50

12.55

12.60

12.65

12.70

12.75

12.80

12.85

12.90

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

％ 人口に占める被保険者の割合
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○医療給付費の支給状況 

件数：２８，８１７，２１９件(レセプト件数・支給件数)  総額：７２６，７５４，４３８，４４０円  一人当たりの給付費：７８６，２２１円 

○高額療養費の支給状況（再掲） 

  件数：８９６，５７３件  総額：７，２４７，０２９，０２１円（1件当たり：約８，０８３円） 

○高額介護合算療養費の支給状況（再掲） 

  件数：５３，５９４件   総額：８１６，９７９，９９６円（1件当たり：約１５，２４４円） 

○移送費の支給状況（再掲） 

  件数：３件  総額：３４，０９０円（１件当たり：１１，３６３円） 

○葬祭費の支給状況 

件数：４５，９１１件  総額：２，２９５，５５０，０００円 

○保健事業の実施状況 

健康診査受診者数：２９８，５２１人  受診率：３４．８％  

歯科健康診査受診者数：８，２７６人  受診率： ８．９％ 

 

<参考>市町村における保険料収納状況 

 

 

 

 

 

 

 

※ 収納額により算出 後期高齢者医療事業状況報告書(事業年報)B表(1)から 

 

 

現年度分 

 割合※ 調定額（円） 収納額（円） 収納率 

特別徴収 59.6% 40,670,338,500 40,670,338,500 100.00% 

普通徴収 40.4% 28,031,131,060 27,585,627,941 98.41% 

計 100.0% 68,701,469,560 68,255,966,441 99.35% 

滞納繰越分  807,418,344 291,068,088 36.05% 

合  計  69,508,887,904 68,547,034,529 98.62% 

<参考>低所得者への軽減状況      

  軽減判定所得区分(世帯) 被保険者数(人) 軽減額(円) 

均等割 8 割軽減 33 万円以下で､世帯の被保険者全員が年金収入 80 万円以下かつその他の各種所得がない 189,895 6,334,897,200 

均等割 7(8.5)割軽減 33 万円以下 162,700 5,767,715,000 

均等割 5割軽減 33 万円＋(28×被保険者数）万円 以下 96,784 2,017,946,400 

均等割 2割軽減 33 万円＋(50×被保険者数）万円 以下 121,759 1,015,470,060 

均等割 5割軽減(被扶養) 制度加入直前に被用者保険の被扶養者であった者 6,461 134,711,850 

(  )内は実際の軽減割合   出納閉鎖直前の賦課状況(月次調定集計表)から 令和元年現年度分のみ 
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○後期高齢者医療費等に係る決算状況 
特別会計決算の中で、後期高齢者医療制度の事務執行に係る経費を除いた療養の給付費等に要する費用や保険料を財源として執行した事業費

等の決算状況（後期高齢者医療費等に係る決算状況）を別にとりまとめました。 
 
医療費等に係る歳入については、全体で７，６７１億２６３万１千円となっており、その内訳は支払基金交付金（現役世代からの支援金）が

３，０５１億９，３１０万５千円で医療費に係る歳入全体の３９．７９％、国庫負担金（高額医療費負担金含む）が１，８１１億５，０４４万

５千円で同２３．６１％、保険料負担金（市町村で徴収した保険料）が６８７億３８８万円で同８．９６％、埼玉県からの療養給付費負担金（高

額医療費負担金含む）が６０４億２，２０３万５千円で同７．８８％、市町村からの療養給付費負担金が５８５億５，９９３万円で同７．６３％、

国からの調整交付金が５１９億３，１３２万８千円で同６．７７％、前年度繰越金が１８４億４，６０８万７千円で同２．４０％、保険基盤安

定負担金が１２５億８，８０９万７千円で同１．６４％、保険給付費支払基金の取崩し額が６５億７，１５８万２千円で同０．８６％、保険料

減額措置等に係る保険料補てん分の交付金が１７億１，１４８万３千円で同０．２２％、健康診査事業に係る補助金が２億５，０８３万６千円

で同０．０３％、その他１５億７，３８２万３千円で同０．２１％となっております。 
 
医療費等に係る歳出については、全体で７，５２６億３，９７４万１千円となっており、その内訳は療養給付費（訪問看護費、高額療養費な

ど含む）が７，２６７億５，４４３万８千円で医療費に係る歳出全体の９６．５６％、償還金が１４７億４，６４２万６千円で同１．９６％、

基金積立金（保険給付費支払基金）が３８億８７万１千円で同０．５１％、健康診査事業に要する費用（健康相談訪問指導に要する経費を含む）

が２５億４，８５３万２千円で同０．３４％、葬祭費が２２億９，５５５万円で同０．３０％、審査支払手数料が１６億１，３０２万３千円で

同０．２１％、長寿・健康増進事業に要する経費が４億９，０２５万円で同０．０７％、その他が３億９，０６５万１千円で同０．０５％とな

っております。 
 
 なお、これらについて図に表したものが次ページ「令和元年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要」です。 
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①歳入（後期高齢者医療費等に係る収入）　 億円
(F) 繰越金
184 億円 2.4%

(A) 国庫負担金 (B) 調整交付金(C) 県負担金 (E) 支払基金交付金　(現役世代からの支援金)

126 億円 1.6%
1,812 億円 519 億円 605 億円 585 億円 3,052 億円 億円

(H) 保険料軽減補填
17 億円 0.2%

(I ) 健診事業補助金
2 億円 0.0%

実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 (J) 第三者納付金等
1,738 億円 519 億円 604 億円 567 億円 3,046 億円 16 億円 0.2%

66 億円 0.9%

 

②歳出　（後期高齢者医療等に係る支出）　 億円 (N) 償還金

147 億円 2.0%

(M) 療養の給付等に要する費用 38 億円 0.5%
　（療養給付費・訪問看護費・高額療養費・高額介護合算療養費など）

保険料充当分 5 億円 0.1%
7,268 億円 億円

(Q) 審査支払手数料等
16 億円 0.2%

保険料充当分 (R) 葬祭費
億円 23 億円 0.3%

(S) 健康診査事業費

③決算剰余金 25 億円 0.3%

歳入（ 億円） － 歳出（ 145 億円 (Ｔ) その他
4 億円 0.0%

決　　算　　額 　実 績 見 込 額 返還予定額
国庫負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
県負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
市町村負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
支払基金交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
健診事業補助金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
調整交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円
円滑運営臨時特例交付金 億円 － 億円 ＝ 億円

億円

④保険給付費支払基金積戻額
　 ◎決算剰余金（ 145 億円） － 返還　・　追加予定差引合計額（ 99 億円） 　＝ 46 億円 （歳出に対して 0.6%) ※金額は億円単位としているため、

　 実際の決算額とは一致しません。

687 (県3/4 市町村1/4)
23.6% 6.8% 7.9% 7.6% 39.8% 9.0%

7,671

(D) 市町村 (L) 保険料 (G) 保険基盤安定負担金等
(高額医療費負担金含む) (国庫） (高額医療費負担金含む) 　　　負担金 　　　負担金

(O) 保険給付費支払基金積立金

(P) 長寿・健康増進事業費等

631
96.6%

56

対象額の３/１２ 対象額の１/１２ 対象額の１/１２ 対象額の４/１０、現役並み被保険者分

7,526

7,671 7,526 億円）＝

追加予定額
1,812 1,738 74 0 億円

605 604 1 0 億円
585 567 20 2 億円

3,052 3,046 6 0 億円
0 0 億円

519 519 0 0 億円

(K) 保険給付費支払基金繰入金

億円

10,141,627,638 & 3,193,973,051

17 17 0 0
計 101 2 億円

2 2

令和元年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要
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